
      ２ ０ ２ ５ 年 12月定例会について          

 
２０２６年１月１７日 日本共産党宇治市会議員団 

 

① 宇治市議会１２月定例会は、１２月２日から１２月２４日までの２３日間の会期で開かれました。

党議員団は１２月４日、物価高騰が続く中、国の補正予算による重点支援交付金を活用して、「１．

水道料金や国民健康保険料・介護保険料など公共料金の減免を行うこと」、「２．中小企業に対し、

家賃やリース代などの固定費への補助を行うとともに、水光熱費への補助を行うこと。あわせて、

対象事業者が利用しやすいよう、手続きを簡便にすること」、「３．学校や保育所・こども園など

の給食無償化を行うこと」、「４．保育園や高齢者・介護・障害者施設等への光熱費・燃料費・食

材費等支援。低所得者層への電気・ガス・灯油代の助成を行うこと」などを求める緊急申し入れを

行いました。 
 

② 国の補正予算による重点支援交付金が宇治市に約１６億円配分される見込みです。市は、そのうち

８億２千万を活用した補正予算案を１２月２４日に提出し、全会一致で可決されました。内容は、

水道料金の基本使用料と量水器使用料の半額減免（３億３千万円３期分（６カ月の使用料））、市

内の店舗で活用できる４０％のプレミア付のデジタルクーポン（４億８千万円。５千円で購入すれ

ば７千円分の買い物ができる。１５万冊）等です。なお、デジタルクーポン券の発行に要する事務

経費は、約１億８千万円です。水道料金の減免に要する事務経費は３００万円です。党議員団は、

重点支援交付金が市民により多く届くように、経費率の低い事業に活用すべきと求めています。 
 

③ 宇治市は、学校のグラウンドの地下に雨水貯留槽を設置したり、市道の地下に雨水貯留管を埋設す

るなど雨水対策をすすめています。 

 現在、３か所（槇島町目川地域、小倉町堀池地域及び宇治半白地域）で、地下に口径２．４㍍～

３．０㍍、貯留量１７００㎥～２８００㎥の雨水貯留菅を埋設するために、地下に推進機械を入れ

る立坑をつくり、掘削工事（推進工法）を行っています。 

 ところが、３か所とも工事がストップしたままです。目川地域では２０２２年４月、推進機械で

掘削中に突然機械が停止しました。３億２千万円かけて原因調査をしたが原因特定に至らず再開の

目途も立っていません。堀池地域では２０２３年４月、推進機械が京都府の下水道管に接触し工事

を中断しました。設計変更して再入札しようとしましたが、設計の積算ミスがあり、入札延期にな

っています。当初予算は約９億円でしたが、再入札で予定額は約７億円も増えます。宇治半白地域

では２０２５年７月、推進機械が突然停止しました。現在、調査のために立坑を築造中です。全国

各地で豪雨による浸水被害が続出している中、３年以上も工事がストップしている箇所もありま

す。 

 党議員は、原因究明を徹底的に行い、工事手法の見直し等も検討し、早期の完成を求めました。 
 

④ 小学校給食費について、国は４月から１人１カ月５２００円を基準として各自治体に補助を行う考

えです。 

宇治市では現在、１食あたり３００円の給食食材費のうち２４０円を保護者負担とし、物価高騰

分６０円を市が補助しています。保護者から学校給食費として月額４４００円を徴収しています。  

党議員は、食材費が５２００円を超える場合は、保護者に負担を求めず、市が補助し完全無償 

化することを求めました。 

教育長は「国の制度設計が不明で、国の動きを十分注意していく。現時点で、市独自で給食費 

の無償化をする考えはない」と答弁しました。 

  また、党議員は４月から始まる中学校給食費も無償化するように求めましたが、教育長は「国 

で中学校給食への無償化の拡大も議論されており、その動向を注視していきたい」と答弁しまし

た。 
 

⑤ 市教委は就学援助の基準を２０１３年に見直し、「生活保護基準の１．５倍にした」としてい 

ます。市のＨＰでは、大人１人と小学生１人の世帯の認定の「目安額」を年収２４５万円程度  

としています。 

  ところが、生活保護基準（大人１人と小学生１人の世帯）は月額約２１万円、年額で約２５２ 

万円、生活保護基準の１．５倍なら約３７８万円になります。生活保護基準では、借家の場合は  

家賃分約４万円、就労収入がある場合は勤労控除がありますが、市教委の基準は、そうしたこと 

を加味せず、認定の「目安額」を低く設定しています。 

  党議員が、「恣意的に低い金額を『目安額』としており、申請を抑制することになっている」 

と指摘し改善を求めました。 

  教育長は「間違いを想起させるような内容との指摘をいただいており、できるだけ速やかに見 

直しを図っていきたい」と答弁しました。 
 

⑥ ２０２５年度の宇治市の国民健康保険料は、夫の年収４００万円４人世帯（３０歳代夫婦・妻 

無収入・小学生２人）の場合、年間５３．３万円で、全国６番目、府内１５市では１番の高さで 

す。同じ世帯で、京都市、城陽市と比較して約８万～１０万円もの差があります（全国１７３６ 

自治体。日本共産党の９月１０日現在の調査）。 

  党議員が「なぜ、宇治市はこんなに負担が重いのか」と追及。市は「宇治市は、府が示す標準 

保険料率を基本に保険料を設定している」と答弁しました。 

  党議員が「府が示す標準保険料率は、３市ともほぼ同じ」と指摘。市は「（両市は）一般会計 

からの繰り入れや基金を取り崩す要素が入っている」「宇治市は今後も標準保険料率を基本とし 

て検討する」と答弁しました。 

  党議員は「市の判断で、努力で保険料を低くできることが、京都市や城陽市の事例で示されて 

いる」と指摘。物価高で苦しむ市民の暮らしを守るために、国保料の引下げを強く求めました。 
 

⑦ 「宇治市の学校給食無償化と豊かな給食を」「誰もが安心して子どもを産み・育てられるよう

宇治市の保育充実を」求めた２つの請願と、党議員団が提出した「ケア労働者の持続的賃金改善

を」「中小企業への直接支援と最低賃金の抜本的賃金の引き上げを」「ＯＴＣ類似薬の保険適用

継続を」求める３つの意見書」は、うじ未来、自民、公明などが反対し否決されました。 
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